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１．  はじめに 
戦後、日本経済は驚くべきスピードで欧米諸国へのキャッチアップを果たした。日本製
の自動車やエレクトロニクス製品が世界中に広まり、 1980 年代に MIT によって取りまとめ
られた米国の産業競争力報告書、Made in America においても、日本の自動車産業や半導











ある。その象徴的なのが半導体メモリーである。DRAM は 1970 年代にインテルが生産を
開始したが、日立、東芝、NEC、富士通、三菱電機といった日本のエレクトロニクスメー
カーがシェアを伸ばし、1980 年代には米国のシェアを抜き、一時は世界シェアの 8 割を押
えるところまでいった （湯之上、 2009） 。 しかし 90 年代に入ってそのシェアは低下を続け、



















２．  東アジアエレクトロニクスデータの構築 
  ここではエレクトロニクス産業について貿易統計、各国生産統計（工業統計など）及び
日本の海外事業活動基本調査を接続したデータベースの内容について述べる。まず、対象
国としては、日本の他、中国、韓国、台湾の東アジア 3 カ国に加えて米国の 5 カ国とした。
また、エレクトロニクス産業の範囲と分析に用いた分類については表１のとおりである。 
 




























ついて、貿易統計（HS6 桁レベル）と各国の生産統計を接続し、1995 年~2005 年までのデ
ータベースを作成している （データの詳細について付属資料参照） 。 ただし、 この中で香港、
マレーシア及びシンガポールについてはデータが不完全であるのに加えて、他の 4 カ国と
くらべて生産額が小さいため分析対象からはずした。なお、このデータベースの産業分類




















示したグラフが図１である。2005 年において国内生産が約 40 兆円、海外生産が 10 兆円で





図２はデータベースに収録された主要 5 カ国の生産額の推移を見たものである。2000 年
以降、5 カ国の総額は急増しているが、その主な要因は中国における生産の伸びである。中












３．  貿易データを用いた国際競争力の計測 
  ここでは産業の国際競争力を示す指標として貿易特化指数を取り上げ、その指標の理論
的バックグラウンドに関する整理を行う。日本における貿易相手国 i に対する産業 j に関す
る貿易特化指数は以下のとおり定式化される。 
                                                  








貿易特化指数＝   























る。若干分かりにくい概念であるが、例えば、A 国が B 国に対してすべての産業において
非常に高い生産性を有しており、 絶対レベルでは競争優位を有しているとしても、 A 国の労
働は限りある生産資源であることから、B 国の分も含めてすべてを A 国で生産し、輸出す
ることは不可能である。 従って、 A 国は様々な製品に中でもとりわけ生産性の高い製品を生













































































































































それぞれの算出結果について 1996 年と 2005 年を国毎、産業毎にまとめたものが表 2 と
表 3 である。また、それぞれ分母によって国毎に加重平均した指数（対 4 カ国の総合的な
競争力指標）の推移を図６及び図７に掲げた。 
 
（図 6） 、 （図 7） 
 
表 2：修正貿易特化指数の状況 
1996 2005 1996 2005 1996 2005 1996 2005
民生用電気電子 -0.23 -0.73 0.10 -0.18 - 0.56 0.58 0.67
重電 -0.30 -0.31 0.56 0.50 0.24 0.60 0.18 0.45
コンピュータ -0.88 -0.90 -0.16 -0.44 -0.57 -0.42 0.12 0.26
通信機器 0.23 - - -0.29 0.19 -0.32 0.15 -
半導体 0.70 0.65 0.17 0.11 0.64 -0.19 -0.09 -0.55
電子部品 -0.31 -0.07 0.62 0.37 - 0.97 -0.07 0.11




1996 2005 1996 2005 1996 2005 1996 2005
民生用電気電子 0.15 0.12 0.13 0.10 0.31 0.34 0.19 0.09
重電 0.27 0.12 0.16 0.06 0.66 0.63 0.06 0.07
コンピュータ 0.28 0.01 0.04 0.02 0.06 0.16 0.17 0.07
通信機器 0.29 0.04 0.03 0.01 0.30 0.07 0.24 0.26
半導体 0.11 0.05 0.20 0.08 0.24 0.11 0.15 0.10
電子部品 0.56 0.59 0.11 0.19 0.35 0.33 0.12 0.15
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(1)  対象国 
本調査において対象国として，日本，韓国，中国，香港，台湾，マレーシア，シンガポ
ールの 7 カ国とする． 
(2)  対象品目 
  また，対象とする IT 関連品目は，下記の表（付図 1）に挙げる HS 品目分類の定義する
範囲とする．なお，生産統計についても，下記の HS 品目分類に対応するものをその範囲と
する．  





























































部品 ①-2, ②-2, ④, ⑤
完成品 ①-1, ②-1, ③, ⑥, ⑦, ⑧   18
 





タの継続性を考慮すると， 1996 年から 2005 年までの約 10 年間を対象とするのが良いかと
思われる．また，国連貿易統計の HS1996 系列については，一部推計ベースを含むが，日
本，韓国，中国，香港については 1996 年から 2005 年まで，また，マレーシアとシンガポ
ールについては 1997 年から 2005 年までのデータを得ることが出来る．したがって，これ





ーシア以外の 8 ｶ国） 、北米（米国，カナダ，メキシコ） ，欧州（EU25 ｶ国） ，その他世界、
のそれぞれにおける品目別輸出入データを整備する． 
 
(1)  使用するデータと整備方法 
貿易統計に関するデータベースには，各国オリジナルの貿易統計と，国連貿易統計や














国連貿易統計のこれまでの品目分類には，HS1992，HS1996，HS2002 の 3 系列が存在 19
する．国によって異なるが，HS1992 系列は 1988 年から 1995 年について，HS1996 系列
は 1996 年から 2001 年について，HS2002 系列は 2002 年から 2006 年について，各国報告
ベースの輸出入データを収録している．また HS1992 系列と HS1996 系列については，そ
れぞれ， 1996 年と 2002 年以降から 2005 年までのデータについても推計ベースで公開して
いる．したがって，今回のデータベースでは，1996 年から直近の 2005 年について，連続




の 6 カ国について，国連貿易統計の HS1996 系列より調査対象品目の取引データを抽出す
る．抽出可能な年次は，日本，韓国，中国，香港については 1996 年から 2005 年までの 10
年分，また，マレーシア，シンガポールについては 1997 年から 2005 年までの 9 年分とな
る．また，国連に加盟していない台湾については，米国 Global Trade Information services
社の World Trade Atlas より抽出する． 
対象 7 カ国の世界における位置関係を把握するため，エレクトロニクス産業の競合相手
国・地域となりうる，北米 3 カ国（米国，カナダ，メキシコ） ，EU 地域（25 カ国） ，及び
シンガポールとマレーシアを除く ASEAN 地域（8 カ国） ，計 5 つの国と地域について，国
連貿易統計 HS1996 系列より，調査対象 HS 品目の取引データを抽出する．年次は，1996
年から2005年までについて抽出するが， 国や地域によってはこれより短くなることもある．  
報告国毎の調査対象 HS 品目別輸出入額を，貿易相手国・地域別に集計する．なお，貿易
相手刻・地域は、日本，韓国，中国，香港，台湾，マレーシア，シンガポール，ASEAN8
ｶ国、北米（米国，カナダ，メキシコ） ，欧州（EU25 ｶ国） ，その他世界の地域とする．また，
集計は下記の 8 つの品目をベースに行う． 
1)  コンピュータおよび周辺機器類 
2)  事務用機器類 
3)  通信機器 
4)  半導体等電子部品 
5)  その他電子部品 
6)  映像機器 
7)  音響機器 
8)  測定器・電子部品 
３．生産統計の整理 





下記は対象 7 カ国における工業統計調査の概要をまとめたものである． 
 








工業統計調査(品目編)に関しては，1953 年から 2007 年までのデータが入手可能である．
尚、2008 年の 5 月 28 日に 2003 年、2004 年、2005 年の 3 時点について一部品目データの
修正が行われた。付図２に示すように、本データベースとも直接関係する「電子部品・デ




03年 04年 05年 03年 04年 05年 03年 04年 05年
000000 製造業合計 261,765,405 271,561,377 283,166,834 261,440,407 271,070,007 282,712,076 324,998 491,370 454,758
290000 電子部品・デバイス 16,812,438 17,642,584 17,475,860 16,487,440 17,151,215 17,021,103 324,998 491,369 454,757
291111 マイクロ波管 16,739 15,176 13,211 16,739 15,176 13,211 0 0 0
291112 ブラウン管 104,022 42,057 8,056 104,022 42,057 8,056 0 0 0
291119 その他の電子管 257,371 265,587 230,472 257,371 265,587 230,472 0 0 0
291211 ダイオード 190,834 185,867 164,533 182,138 173,857 154,904 8,696 12,010 9,629
291212 整流素子（１００ミリアンペア以上） 114,722 126,907 131,900 114,722 126,907 131,900 0 0 0
291213 シリコントランジスタ 374,702 365,994 364,673 361,133 343,626 337,218 13,569 22,368 27,455
291214 トランジスタ（シリコントランジスタを除く） 182,548 178,381 174,203 182,548 178,381 174,203 0 0 0
291215 光電変換素子 59,554 124,798 145,993 59,554 124,798 145,993 0 0 0
291216 発光ダイオード 490,354 472,025 406,050 490,354 472,025 406,050 0 0 0
291219 その他の半導体素子 344,559 357,384 342,199 344,555 357,376 342,193 4 8 6
291311 バイポーラ型ＩＣ 644,259 663,392 654,741 612,342 620,485 618,293 31,917 42,907 36,448
291312 モス型ＩＣ 3,316,067 3,227,007 3,080,065 3,100,405 2,893,812 2,772,633 215,662 333,195 307,432
291313 線形回路 248,741 232,576 212,669 248,741 232,576 212,669 0 0 0
291319 その他の半導体集積回路 368,371 358,035 322,002 368,371 358,035 322,002 0 0 0
291321 厚膜集積回路 138,185 166,623 151,423 110,424 129,475 127,914 27,761 37,148 23,509
291329 その他の混成集積回路 101,587 96,064 119,980 101,587 96,064 119,980 0 0 0
291339 その他の集積回路 364,914 498,452 505,333 364,914 498,452 505,333 0 0 0
291411 抵抗器 185,591 188,285 175,556 185,591 188,285 175,556 0 0 0
291412 固定コンデンサ 792,028 800,629 803,309 792,028 800,629 803,309 0 0 0
291413 コンデンサ（固定コンデンサを除く） 5,779 5,590 3,126 5,779 5,590 3,126 0 0 0
291414 変成器 143,140 150,558 138,488 143,140 150,558 138,488 0 0 0
291415 複合部品 34,485 37,925 39,700 34,485 37,925 39,700 0 0 0
291511 音響部品 63,043 59,775 65,174 63,043 59,775 65,174 0 0 0
291512 磁気ヘッド 129,288 108,398 94,023 129,288 108,398 94,023 0 0 0
291513 小形モータ（３Ｗ未満のもの） 138,144 152,903 133,185 138,144 152,903 133,185 0 00
291611 プリント配線板用コネクタ 121,767 136,576 155,015 121,767 136,576 155,015 0 0 0
291612 コネクタ（プリント配線板用コネクタを除く） 395,512 416,093 425,659 395,512 416,093 425,659 0 0 0
291613 スイッチ 277,233 258,598 275,591 277,233 258,598 275,591 0 0 0
291614 リレー 79,623 84,914 73,625 79,623 84,914 73,625 0 0 0
291711 スイッチング電源 143,925 165,532 160,910 143,925 165,532 160,910 0 0 0
291712 テレビジョン用チューナ（ビデオ用を含む） 69,353 26,573 30,308 69,353 26,573 30,308 0 00
291719 その他の高周波組立部品 162,744 160,267 147,315 162,744 160,267 147,315 0 0 0
291721 コントロールユニット 37,677 69,490 67,176 37,677 69,490 67,176 0 0 0
291811 リジット配線板 773,501 782,876 820,615 773,501 782,876 820,615 0 0 0
291819 その他のプリント配線板 307,666 346,785 329,712 307,666 346,785 329,712 0 0 0
291821 プリント回路板 558,797 667,627 672,241 558,797 667,627 672,241 0 0 0
291911 磁性材部品（粉末や金によるもの） 61,103 67,863 74,044 61,103 67,863 74,044 0 0 0
291912 水晶振動子（時計用を除く） 167,094 193,165 181,517 167,094 193,165 181,517 0 0 0
291913 液晶素子 1,555,419 1,746,739 1,725,500 1,555,419 1,746,739 1,725,500000
291914 他に分類されない通信機械器具の部分品・附属品 330,343 351,434 475,444 330,343 351,434 475,444 0 0 0
291919 その他の電子部品 2,961,654 3,287,664 3,381,124 2,934,265 3,243,931 3,330,846 27,389 43,733 50,278





類（JSIC）の改訂は，1990 年以降では，平成 6 年，平成 11 年，平成 14 年に行われ，最
新の工業統計調査は平成 14 年改訂の JSIC に準拠している．また，品目については，4 桁
標準産業分類の 2 桁プラスした 6 桁分類に準拠している．一方，機械器具に関する生産動
態統計である「機械統計」については，コード体系がなく，調査対象品目が毎年変わる．
このため，時系列で用いる場合，分類体系の整備は必須となる．本調査で集計した IT 関連









②  韓国 
韓国におけるエレクトロニクス産業に関する生産統計としては，産業センサス，鉱工業






鉱工業統計調査の産業分類は，ISIC に準拠した 5 桁の韓国標準産業分類（KSIC）に従










③  中国 
中国の製造業関連の統計には， 『工業統計年度報表』と『工業普査（センサス） 』の 2 種
類がある．両統計の調査項目は，生産，雇用者数といったものであるが， 『工業普査』のほ
うがより詳細な項目について調査している． 『工業統計年度報表』は毎年， 『工業普査』は
不定期に実施される．前者については 1996 年から 2006 年までの調査の概要が，後者につ
いては 1995 年調査の概要が，国家統計局のホームページにてダウンロード可能である． 
産業分類は，両統計とも，ISIC に準拠した『国民経済行業分類』に従う．2002 年の『国
民経済行業分類』は，大分類が 2 桁，中分類が 3 桁，詳細分類が 7 桁で構成されている．
大分類の 13 から 43 までが製造業にあたるが，このうち，エレクトロニクス産業に相当す
























④  香港 
香港におけるエレクトロニクス産業に関する生産統計としては， ” Survey of Industrial 
Production，The Quarterly Survey of Industrial Production”等がある．前者は，一部の 23
事業所を対象とした標本調査で，毎年実施されている．一方後者は，指数作成のために 4
半期毎に実施される補助的な調査である．全数調査としてのセンサスは，70 年代には行わ
れていたようだが， 1990年代以降は実施されていない． ”   Survey of Industrial Production”
では事業所数，従業者数，給与，出荷といった項目について調査している． 
産業分類は，SIC に準拠した香港標準行業分類（以下，HSIC）に従う．大分類が 1 桁，
中分類が 3 桁，小分類が 4 桁，詳細分類が 6 桁で，大分類の 3 が製造業である．エレクト
ロニクス産業に相当するのは” 382 Office, accounting and computing machinery, 
manufacturing”から”  386 Electronic industrial apparatus, manufacturing”である． 
調査結果の概要は，香港統計局よりダウンロード可能である． ” Survey of Industrial 




⑤  台湾 
台湾におけるエレクトロニクス産業に関する生産統計としては『工商及服務業普査（工









1996 年と 2001 年に実施された工商サービス業センサスの概要と結果については，中華
民国統計資訊網のホームページよりダウンロードできる． 
工業統計調査の産業は， 『中華民國行業標準分類系統』に従う．大分類が 2 桁，中分類が
3 桁，小分類が 4 桁で構成されている．製造業は大分類の 08 から 34 までで，エレクトロ
ニクスに関連するのは， “26 Electronic Parts and Components Manufacturing”と“27 
Computers, Electronic and Optical Products Manufacturing”周辺である． 
台湾の統計は他のアジア諸国と比べると，かなり整備されているようである． 
 







分類に従っていたが， 2002 年実施調査より， ISIC にほぼ準拠した 5 桁のマレーシア標準産
業分類（MSIC）を採用するようになった． 
 




たが， 2003 年以降の調査では， 全製造業事業所を対象としたセンサスに拡大された． また，
月次製造業調査は，月々の動態を明らかにすることを目的とした調査である． 
製造業センサスで用いられる産業分類は，ISIC に準拠した 5 桁のシンガポール標準産業
分類（SSIC）である．分類は統計局のホームページよりダウンロードできる． 
４．生産と貿易のコンコーダンス表の作成 










（1）  日本 
日本については、統合 8 品目分類よりも詳細なレベルでの生産と貿易の比較を可能にす
るために、日本貿易統計 HS9 桁品目分類と工業統計 6 桁品目分類との対応（HS9 桁品目－
工業 6 桁品目コンコーダンス表と以下略記）を中心に据えた。ただ、時間の制約により、
上記の対応は 2000 年と 2005 年の 2 年次のみとして、時系列分析（1996 年－2005 年）の
ために、HS6 桁分類と工業統計 6 桁品目との対応もあわせて作成した。 
HS9 桁品目－工業 6 桁品目コンコーダンス表の作成手順は以下のとおりである。 
①  まず、2000 年について作業を行う。2000 年の貿易統計 HS９桁分類のなかから、統
合 8 品目分類に定義されている HS６桁分類と頭６桁の等しい HS コードを抽出し、
HS９桁品目－統合 8 品目分類コンコーダンス表を作成する。  25
②  抽出された HS９桁品目に工業６桁品目を対応付ける際には、公表されている 2000
年 IO 分類－HS９桁品目分類コンバータ、及び 2000 年 IO 分類－工業６桁品目分類
コンバータを参考にした。 
③  2000 年時点の HS９桁品目－工業６桁品目コンコーダンス表が作成された後に、HS
９桁品目、工業６桁品目それぞれについて 2000 年と 2005 年の 2 時点間の分類変更
を跡付け、対応表を作成する。 
④  2 時点間の対応表を媒介にして、 2005 年の HS９桁品目－工業６桁品目コンコーダン
ス表が作成される。その際、工業６桁品目は、2 時点間に共通する統合分類に変更さ
れるケースも発生する。 






（2）  韓国 
韓国の工業統計の分類体系は、日本に類似しており、5 桁の産業分類とそれに対応する 8
桁の品目分類から構成されている。IT 関連品目に対応するのは、2 桁分類で表示すると、
次のような分類に含まれる 8 桁品目である。 
「30  コンピュータ及び事務用機械」 
「31  その他の電気機械」 
「32  ラジオ・テレビ受信機及び通信機械」 
「33  医療・精密・工学機器」 
8 桁の品目分類と HS 分類とのコンコーダンス表の作成を、 媒介となる共通部門分類を導
入して作成した。 
（3）  中国 
中国の分類体系のなかでは、近年７桁コードの品目分類が提示されるようになってきた
ので、データとしては収集できなかったが、IT 関連統合 8 品目との対応表を作成した。 
 
（4）  香港 
香港については工業統計における小分類である 4 桁分類であれば、IT 関連 8 品目との対
応がほぼ可能（ 「ほぼ」というのは、電算機と事務機が 4 桁レベルでは分離できないためで
ある）であるが、現実のデータは中分類の 3 桁分類でしか捕捉できていない。この 3 桁分
類では、IT 関連 8 品目との対応は困難であるが、現状ではこの 3 桁分類をべーすに作業し
ている。 
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と HS6 桁分類とのコンコーダンス表を作成した。 
注①上記は台湾工業統計年報及び TIER（台湾経済研究院）作成の資料より抽出した IT 関連品目である．
ただし，コードの付与されていない品目は TIER だけにあって、台湾工業統計年報には無いものであ
る。また、第⑧項目である測定器・電子部品については工業統計年報より追加したものである。 
注②事務用機器類は｢台湾産業分類第 7 次対照表｣を参考にした。小分類 256（細分類 2560）事務機器製造
業には、封書類製造、シュッレター機製造、複写機製造、レジスタ機械製造、パンチ機製造、ワード
プロセッサなどが含まれている。しかし，データそのものは入手できていない。 
注③  2006 年に第 8 次産業分類修正が行われ， 産業分類は第 7 次より若干詳細になっている。 ただし，
今回用いたデータは第 7 次を基準したものであり，第 8 時基準に更新されておらず，したがって，本
調査のデータは第 7 次修正版にしたがうものとする。 
 
（6）  マレーシア 
マレーシアの生産データは、1999 年から 2003 年の 4 年分しか入手できていない。しか
も産業ベースである。このレベルで IT 関連 8 品目との対応関係を作成した。だたし⑥映像
機器と⑦音響機器は統合しないと対応できない。 
 
（7）  シンガポール 
シンガポールの生産データについては、1996 年から 2005 年まで産業ベースのデータが
入手可能であったが、1999 年までと 2000 年以降では分類上おおきな断層がある。1999 年
までは、産業 5 桁分類で、バラつきはあるものの公表していたものが、2000 年以降は、デ
ータが、2 桁分類、つまり、 「30 電気機械」 、 「31 電子機器」 、 「医療・精密・工学機器」 、の
レベルでしか公表されなくなったようである。 
但し、産業分類の体系としては、現在も 5 桁分類まで設定しているので、ここでは、5 桁






















Industries Association of Korea）といった工業会に問い合わせるのが良いかと思われる． 
中国における外資系企業に関する情報については，中国統計年鑑（China Statistical 
Yearbook）の表 17－19 産業別外資系企業数の分布（Sector Distribution Registered of 
Foreign Funded Enterprises at the Year-end）が参考になる．この表では，15 の産業別に
外資系企業数と外資比率をみることが出来る．ただし，製造業は業種別になっていないの
で，このままではエレクトロニクス産業における出荷額を国内企業と外資企業に分割する
ことはできない．また，同書は香港における外資系企業についても簡単に触れている．例
えば，産業別ではないものの，海外に親会社を持つ香港の企業数について，本社の所在国
別にみることができる． 
台湾については，工商サービス業センサスで，資本の所有者（国籍）に関する項目につ
いても調査している．したがって，国内出荷額を国内事業所と外資事業所とに分割するこ
とも不可能ではない． ただ， 所有者に関する項目が加わったのは近年になってからなので，
時系列に遡って国内出荷額を分割することは難しい． 
マレーシアについては，マレーシア統計局により実施されるセンサスに，生産者の国籍
に関する情報があるが，産業別には得られない．シンガポールについても同様で，センサ
スで産業別でなければ，生産者の国籍に関する情報は，センサスから得る事ができる． 
 
 